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第1章 事業概要 

1.1. 背景と目的 



新型コロナウイルス感染症を契機として、社会全体がデジタル化に向けた対応に迫られて

おり、企業においてはデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資が加速してい

る。しかし、その動きは、東京都を含む関東圏や大阪府・愛知県などの大都市圏が中心であ

り、地方においては限定的である。その理由の一つに、大都市圏に比べ地方にはデジタル化

へ対応できる人材が少ないことが挙げられる。特に、ＤＸを推進するに当たっては、専門的

なデジタル知識・能力を有する人材（以下、「高度デジタル人材」という）が必要となる

が、この人材不足がＤＸ推進の大きな足かせとなっている。 

この状況下において、地方からは、大都市圏に偏在する高度デジタル人材からの支援を期

待する声が多く聞かれるが、地方の中小企業等（以下、「地域中小企業」という）と当該人

材の間にはほとんど接点がなく、地域中小企業としては相談相手が見えない状況にある。一

方、高度デジタル人材の中には、副業・兼業を含む多様な働き方に対する意識の醸成が進

み、新たな活躍の機会を探索する人材が増加傾向にある。 

そこで、昨年度、経済産業省では、地方には少ない高度デジタル人材を地域の関係人口に

し、高度デジタル人材が地域中小企業のデジタル化を支援する仕組みを構築するための調査

事業を実施した。具体的には、実際に地域（自治体や商工会議所、地方銀行等の地域の支援

機関（以下、「地域支援機関」という））及び地域中小企業と高度デジタル人材の出会いの

場（ミートアップイベント及びフィールドワークツアー等）を創出し、地域中小企業と高度

デジタル人材がデジタル技術を活用した新たなビジネスモデル案の作成を協働で行うプログ

ラム（ふるさとCo-LEADプログラム）を実施し、一連のプログラムを通じて得られた知見等

を基に、地域中小企業が高度デジタル人材から支援を受けるためのプロセス及び留意事項等

（各地域支援機関がふるさとCo-LEADプログラムを実行するための指針）をガイドラインと

して取りまとめたところである（https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/co-lead/gaid

orain.pdf）。 

 

1.2. 調査項目 

本事業では、昨年度取りまとめたガイドラインを、より多くの地域支援機関が活用可能な

内容へと充実化させるため、小規模自治体の地域支援機関を中心に実証フィールドを選定の

上、実際にガイドラインに則ってふるさとCo-LEADプログラムを実行してもらい、改善すべ

き点等を棚卸しするなど、以下5項目について調査を実施した。 

①実証フィールドの募集・選定 

②ふるさと Co-LEAD プログラム運営管理・サポート 

③中間報告会及び最終報告会の開催 

④ガイドラインのアップデート 

⑤「ふるさとCo-LEAD」 商標登録 

  

1.3.  調査方法 



(ア)ふるさとCo-LEADプログラムの実施 

まず実証フィールドの選定を行い、実証フィールドごとに、高度デジタル人材と地

域中小企業を選定した。ミートアップイベント、フィールドワークツアーを通して高

度デジタル人材と地域中小企業とのマッチングを行い、高度デジタル人材がデジタル

技術を活用した新たなビジネスモデル案を協働で作成した。 

 

図 1 ふるさとCo-LEADプログラムの流れ 

(イ)アンケート調査の実施 

ふるさとCo-LEADプログラム参加者に対して、以下の要領で実施した。 

①   アンケート調査対象 

 ふるさとCo-LEADプログラムに参加した高度デジタル人材、地方版IoT推進ラ

ボ担当者、地域中小企業を対象とした。 

②   アンケート調査実施時期 

 高度デジタル人材（合計3回） 

1回目：ミートアップイベント後 

2回目：フィールドワークツアー後 

3回目：最終報告会後 

 地方版IoT推進ラボ（合計3回） 



 1回目：ミートアップイベント後 

2回目：フィールドワークツアー後 

3回目：最終報告会後 

 地域中小企業（合計2回） 

  1回目：フィールドワークツアー後 

2回目：最終報告会後 

  

③   アンケート調査項目の構成 

 アンケート調査は、次年度以降の地域独自での取組や、国の施策につながる知

見を集めるために、ミートアップイベント後、フィールドワークツアー後、最終

報告会後の3回のタイミングで実施した。調査項目は、3回全てにおいて、変化を

計測する項目と、それぞれのタイミングにおける改善点や必要要素を抽出するた

めの項目によって構成した。 

  

 

図 2 アンケート調査項目の構成 

 

(ウ)有識者ヒアリングの実施 



ガイドラインをアップデートするために、ガイドラインを用いた地域の実施状況を

ふまえてガイドラインの課題点を洗い出し、課題点に対して有識者ヒアリングを行う

ことで、有効な解決策を検討した。 

  

1.4.  実施体制 

 実施体制は、PwCコンサルティング合同会社を事務局とするが、プログラム中は主に地方

版IoT推進ラボが主体となり、相互に連携、支援を行いながら取組を進める体制とした。ま

た、地方版IoT推進ラボは高度デジタルと地域中小企業との間を取り持つ役割として、普段

のコミュニケーションや打ち合わせ日程等の調整を行った。高度デジタル人材と地域中小企

業はそれぞれが主体性を持って取組を進むことができるよう、同等の立場として位置付け

た。 

 

図 3 実施体制 



 

1.5.  スケジュール 

 地域の選定をはじめに行い、次に高度デジタル人材の選定を行うことで、高度デジタル人

材はふるさとCo-LEADプログラムを実施する地域の情報を踏まえて参加することができ、地

域は人材の募集・選定期間中に参加企業を募集・選定し、スムーズなプログラムの進行がで

きるようにした。ビジネスモデル案作成期間としては最終報告会まで約1か月の期間を確保

し、その期間中には中間報告会や、各地域での定例会等を実施し、進捗状況を共有しながら

プログラムを進めた。 

 また、各地域での実施状況をふまえてガイドラインのアップデートを行った。  

 
図 4 タイムスケジュール 

 

  



第2章 実証フィールドの募集・選定 

2.1. 実証フィールドの募集 

実証フィールドの選定にあたって公募要領（別添 

資料1）を作成し、全国106地域に存在する地方版IoT推進ラボに対して公募を実

施。並行して地方版IoT推進ラボに対して、ふるさとCo-LEADプログラム募集説明会を

開催した。 

2.2. 実証フィールドの選定 

 選定にあたっては、審査の観点及び審査項目（図 5）を踏まえて、各申請書項目に

紐づけられた11項目の審査項目ごとに4段階で評点を付け、各審査項目の総合点と、

コメントの内容を踏まえて応募地域の審査を行う。選定のポイントは以下のとおり。 

 高度デジタル人材が地域に対して愛着や関心を持てるような魅力があること

で、プログラム中のモチベーション向上や、プログラム終了後の継続的な関

係性構築に繋がる。そのため、審査の観点1の「参加者にとって魅力のある地

域か」では、愛着や関心が持てるような要素である地域ならではの魅力や、

その地域だからこそ経験できること、解決することで社会的にインパクトが

あるような課題があること等について評価を行う。 

 審査の観点2の「フィールドワークツアーを実施するためのリソースを有して

いるか」では、高度デジタル人材を受け入れフィールドワークツアーをスム

ーズに実施するための、受け入れる環境や支援態勢が確保できているか、プ

ログラムの取組に積極的に取り組むことができる企業を有しているか等につ

いて評価を行う。 

 プログラム終了後も継続して同様の取組を自走することができるかどうか

を、審査の観点3の「自走化」で過去の実績や、プログラム終了後の想定しう

る取組内容等について評価を行う。 

 プログラムでの取組についてモデル地域として発信することで、地域内外に

向けた波及効果をもたらすことを期待し、審査の観点4「モデル地域としての

発信力」で具体的なPR方法について評価を行う。 

 



 

 

図 5 審査の観点と審査項目 

 

2.3. 選定結果 

 当初、地域の申請内容を5名の選定委員が選定基準を基に審査し、実証フィールド

を3地域選定する想定であったが、申請が3地域のみであったことから、事務局にて応

募書類を基に選定基準を満たしていることを確認し、北海道釧路市、栃木県、石川県

加賀市を選定した。 

  



第3章 ふるさと Co-LEAD プログラム運営管

理・サポート 

3.1. 人材選定 

3.1.1. 高度デジタル人材の募集 

（ア） 北海道釧路市 

高度デジタル人材の公募にあたり、公募要領を作成した。公募要領には、プログラム

の流れや実施スケジュール、実証フィールドについての情報や、応募条件について掲載

した。応募条件としては、プログラム終了後も様々な形で地方に関わりたい・貢献した

いと考えていることや、新型コロナウイルスの感染状況により、フィールドワークツア

ーがオンラインでの実施となった場合でも対応可能な環境(インターネット環境、カメ

ラ及びマイクを使用したオンライン会議を実施することができる PC がある等)が整っ

ていること等を記載した。 

プログラムの周知方法としては、釧路市IoT推進ラボのFacebookへの掲載、事務局HP

への掲載、ITコーディネーター協会への周知等を行った。 

 

（イ） 栃木県 

栃木県においては、公募要項を作成し、ふるさとCo-LEADプログラムのホームページ

（https://co-lead.meti.go.jp/）に掲載。前年度の公募要項をベースとしつつ、プロ

グラム終了後の地域との関係性継続を見据え、応募条件に「プログラム終了後も地方創

生、デジタル関連施策や地域課題の解決など、様々な形で栃木県に関わりたい・貢献し

たいと考えていること」を含める、栃木県の概要を参考として盛り込み情報発信する

等、募集案内段階で効率的に長期的な地域との関係性が期待できる高度デジタル人材に

アプローチを実施した。 

 

（ウ） 石川県加賀市 

高度デジタル人材の公募にあたり、公募要領を作成した。公募要領には、プログラム

の流れや実施スケジュール、実証フィールドについての情報や、応募条件について掲載

した。応募条件としては、プログラム終了後も様々な形で地方に関わりたい・貢献した

いと考えていることや、新型コロナウイルスの感染状況により、フィールドワークツア

ーがオンラインでの実施となった場合でも対応可能な環境(インターネット環境、カメ

ラ及びマイクを使用したオンライン会議を実施することができる PC がある等)が整っ

ていること等を記載した。 

プログラムの周知方法としては、加賀市役所HPへの掲載、事務局HPへの掲載、経済産

業省経由での課題解決型AI人材育成プログラム「AI Quest」参加者への周知等を行っ

た。 

 



3.1.2. 高度デジタル人材の選定方法 

（ア） 北海道釧路市 

 24名の応募があり、応募書類の情報を参考に釧路市IoT推進ラボにて話し合いを行

い、9名を選定した。その後9名の人材にミートアップイベントに参加してもらい、ミ

ートアップイベントでの自己PRや企業説明に対する質疑応答の内容を踏まえ、釧路市

IoT推進ラボで話し合いを行い5名を選定した。 

 

（イ） 栃木県 

募集の結果、応募者数は15名となった。栃木県においては、今後の関係性の構築及

び詳細な申込者の把握のため、選定前に申込者全員をミートアップイベントに招聘し

直接地域と交流する機会を設定。書面情報のみならず、当該イベント内での高度デジ

タル人材の振る舞いや発言内容を加味し、総合的に高度デジタル人材を評価した。 

 

（ウ） 石川県加賀市 

 9名の応募があり、応募書類の情報を参考に加賀市IoT推進ラボにて話し合いを行

い、5名を選定した。 

3.1.3. 選定結果 

 各地域による審査の結果、ふるさとCo-LEADプログラムに参加する高度デジタル人

材として、以下13名を選定した。（50音順、敬称略） 

 

3.2. 地域中小企業の募集と選定 

3.2.1. 地域中小企業の募集 

（ア） 北海道釧路市 

 釧路市IoT推進ラボの担当者が付き合いのある企業に対して声掛けを行うことで企

業を募集した。地域金融機関や商工会議所と連携することも想定したが、広く募集を

かけるよりも付き合いがある企業に目星をつけながら行う方が効率的だと考えられた

ため、そのように実施された。 

 

（イ） 栃木県 

ガイドラインのうち「候補企業の要件整理」を参照して作成した候補企業リストを

もとに募集を実施。作成にあたっては、公開されている実績に加え、栃木県が他事業

での接点や過去のコミュニケーションを通じて、独自にデジタル化への関心の高さを

把握していた地域中小企業についても候補とした。また、受け入れ体制の整備など地

域中小企業にも負担が生じるため、参画にあたってはガイドラインを参考に作成した

事業計画書の提出を求め、本事業へのコミットメントが高い地域中小企業の募集を可

能とした。 









18:00～18:05 経済産業省ご挨拶 

18:05～18:10 事務局からの事業趣旨等の説明 

18:10～18:15 栃木県からの地域紹介 

18:15～18:45 高度デジタル人材からの自己紹介 

18:45～18:50 地域課題概要説明（企業紹介等あいさつを含む） 

①株式会社アール・ティー・シー 

②栃木県 産業政策課 

 

18:50～18:55 休憩 

18:55～19：20 課題の説明およびディスカッション 

株式会社アール・ティー・シー 

19:20～19:25 ルーム切り替え 

19:25～19:50 課題の説明およびディスカッション 

栃木県 産業政策課 

19:50～20:00 事務連絡、閉会 

  

（ウ） 石川県加賀市 

【開催日時】 

2023年1月31日（火）9:00～12:00 

 







 

15:20～15:30 移動 

15:30～17:00 島本鉄工株式会社訪問 

 

17:10～17:30 移動 

17:30～18:00 振り返り 











12:00～14:00 移動・昼休憩 

14:00～14:30 地域視察②：日産自動車株式会社 栃木工場 

 

14:30～15:00 地域視察③：株式会社アール・ティー・シー 

 



15:00～17:00 企業訪問①：栃木県庁 

 

企業訪問②：株式会社アール・ティー・シー 

 

17:00～18:00 予備時間（懇親会会場への移動等） 

18:00～20:00 懇親会 







 

11:30～11:35 移動 

11:35～12:35 昼食 

12:35～12:50 移動 

12:50～14:20 企業訪問①：株式会社マルヰ 

 







第4章 中間報告会及び最終報告会の開催 

4.1. 中間報告会（オンライン） 

 地域ごとにミートアップイベント、フィールドワークツアーの開催時期、それに伴うビジ

ネスモデル案作成の開始時期が異なっていたため、中間報告会は地域ごとに実施した。 

 

（ア） 北海道釧路市 

【開催日時】 

2023年2月28日（火）16:30～17:00@webex 

【概要】 

ビジネスモデル案作成期間が限られており、高度デジタル人材の負担を軽減するため、釧

路市IoT推進ラボの担当者が代表して、高度デジタル人材と地域中小企業のそれぞれのチー

ムの取り組み状況を報告した。 

釧路市IoT推進ラボの担当者が、高度デジタル人材と地域中小企業の打ち合わせに可能な

限り同席し、双方の仲介役を務めることでスムーズな協働が行われていた。 

 

（イ） 栃木県 

【開催日時】 

2023年2月28日（火）10:30～11:30 

【概要】 

栃木県ではフィールドワークツアーに合わせて、中間報告会を実施した。 

参加者は、高度デジタル人材と、地方版IoT推進ラボ関係者に加えて、デジタルに知見を

有しているIPAの方にご参加いただき、高度デジタル人材の活動報告に対して、フィードバ

ック等をいただいた。 

各地域中小企業に、取組の方針と中間報告時点での進捗報告を行い、その後質疑応答で他

の地域中小企業を支店している高度デジタル人材及びIPAの方からのフィードバック、アド

バイスをもらう時間を設けた。 

 

（ウ） 石川県加賀市 

【開催日時】 

2023年2月24日（金）15:00～15:30@webex 

【概要】 

ビジネスモデル案作成期間が限られており、高度デジタル人材の負担を軽減するため、加

賀市IoT推進ラボの担当者が代表して、高度デジタル人材と地域中小企業のそれぞれのチー

ムの取り組み状況を報告した。 

加賀市では、高度デジタル人材が5人で1チームとなっており、それぞれが得意分野を活か

してビジネスモデル案作成が進められていた。 

 



4.2. 最終報告会（オンライン） 

【開催日時】 

2023年3月9日（木）17:00～19:00 ※19:00～ 懇親会 

 

【開催形式】 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地域を越えた移動を控えるためオンライン

での開催とした。開催にあたって、中間報告会と同様にCisco「Webex Meetings」を使用

し、懇親会ではバーチャルオフィスツール「oVice」を使用した。 

 

【参加者】 

高度デジタル人材と、地方版IoT推進ラボ関係者、地域中小企業に加えて、本事業の背景

等に知見を有している有識者、昨年度の高度デジタル人材にご参加いただき、高度デジタル

人材の活動報告に対して、フィードバック等をいただいた。また、今後同様の取組を他地域

でも実施することを踏まえて一般公開形式での開催とし、プログラムに直接かかわっていな

い企業や、地方自治体等にも参加いただけるよう、申込ページ（図 6）を作成して募集し

た。 

なお、周知方法としては、経済産業省においてニュースリリースを行った。 

 

 
図 6 最終報告会申込ページ 

【概要】 

プログラムで作成したビジネスモデル案についての発表を行い、今後他地域でも同様の取

り組みを展開していくために、プログラムでの取組内容や、改善点等を共有することや、他





釧路市 

有限会社阿寒観光

ハイヤー 

バックオフィスでの日報、予約、業務集計表

の管理をGoogle Workspaceでペーパーレス化

を提案。現在の事務作業を3割以上削減する

ことが予測される。 

Webマーケティングによるターゲット顧客

層、広告媒体の設定。顧客が予約フォームに

までたどり着くための“勝ち筋”の提案。 

阿寒バス株式会社 

予約管理の業務課題に対してGAS、ＣＳＶ取

込マクロ等を駆使し予約台帳への記入の半自

動化を提案。その他、予約データ連携プラッ

トフォーム等を提案。 

島本鉄工株式会社 

突発的な顧客対応の可視化、システム連携に

よる業務改善案を提案。またスキルマップ運

用等によるモチベーション向上、スキルアッ

プ向上の施策を提案。 

栃木県 

株式会社アール・

ティー・シー 

研究中の画像処理技術とIoTシステムを駆使

し、目視検査の効率化、在宅ワークを望む

人々の就労機会増加を目指す新規事業を提

案。 

栃木県産業政策課 

関係団体への補助金交付にかかる課題に対し

て、業務手順の自動化を行い、作業時間を半

分以下に。また、業務の見える化情報共有の

ための文書を作成。 

加賀市 

株式会社アプラス 

世界に販路を広げるオーダーメイド注文シス

テムや美術品真贋担保のためのNFTの技術な

ど、製品ごとの販路拡大、ブランディング案

を提案。 

株式会社マルヰ 

ファンクラブの活性化を目標に業務のスリム

化、経費削減を目指す。請求書の電子化、自

動営業ツール等を導入し、稼働時間の削減や

営業効率化を提案。 

  

  







 地域金融機関等の取り組みの紹介 

 本プログラム外の国の取り組みに対する提案 

 今年度の実施状況の確認 

 有識者のこのプログラムに対する思い 
有識者ヒアリングをもとにしたガイドラインをアップデート内容は別添資料4及び5を参照。 

 

非公開 

 

図 7 ヒアリング議事録をもとにしたガイドラインをアップデート内容の検討例 

  



第6章 商標登録 

6.1.  実施概要 

「ふるさとCo-LEAD」の文字について、経済産業大臣名によって計６区分（第４１類、第１６

類、第４２類、第３５類、第３６類、第４５類）について出願。なお、出願に際し、事前に当

該文字について、他人が既に同一・類似の商標を登録していないか先行商標調査を実施した。 

 

 




